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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期
第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （百万円） 335,062 280,013 667,892

経常利益 （百万円） 16,642 1,520 35,724

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 10,790 272 22,976

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 9,123 1,527 14,442

純資産額 （百万円） 354,756 351,138 354,447

総資産額 （百万円） 716,679 706,071 727,269

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 106.77 2.69 227.33

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 106.44 2.68 226.61

自己資本比率 （％） 46.1 46.8 45.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 36,751 29,733 68,489

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △20,815 △23,880 △40,632

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △16,287 429 △18,931

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 31,641 47,430 40,609

 

回次
第114期
第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 61.83 15.85

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は次のとおりです。

 

機械

宇部興産機械㈱は、当第２四半期連結会計期間において、Ｕ－ＭＨＩプラテック㈱を吸収合併しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間においては、連結売上高は、化学セグメントを中心に新型コロナウイルスの影響を大

きく受け、合成ゴム・電池材料など自動車関連製品の販売数量が減少し、ナイロン・ラクタムなどの販売価格も下

落したことから減収となりました。新型コロナウイルスの影響は、期首から半ばにかけて強まりましたが、その後

は緩やかな回復傾向にあります。連結営業利益は、石炭価格下落の効果はあるものの、ナイロン・ラクタムの販売

価格下落の影響が大きく減益となり、また営業外損益も持分法投資損益の悪化および受取配当金の減少により減益

となったことから、連結経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益ともに減少しました。

この結果、当社グループの連結売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ５５０億４千９百万円減の２，８００

億１千３百万円、連結営業利益は１３３億４千５百万円減の３４億１千万円、連結経常利益は１５１億２千２百万

円減の１５億２千万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は１０５億１千８百万円減の２億７千２百万円となり

ました。

 
セグメント別の経営成績は次のとおりです。
 
化学

ラクタム事業は、新型コロナウイルス等の影響を受け、原料であるベンゼン等の市況下落により販売価格が下落

したことから、減収となりました。ナイロン事業は、ラクタム市況下落にともなう販売価格の下落、および新型コ

ロナウイルスの影響による自動車向け等の需要の減退もあり、減収となりました。工業薬品事業は、アンモニア工

場で隔年の定期修理を実施したこと等により、生産量・出荷量ともに減少したことから、減収となりました。ファ

イン事業は、新型コロナウイルスの影響により特に自動車関連製品を中心に販売数量が減少したことから、減収と

なりました。ナイロン・ファイン事業全体としては、アンモニア工場で隔年の定期修理を実施したことに加え、新

型コロナウイルスの影響による販売価格の下落等により、減収減益となりました。

合成ゴム事業は、タイヤ用途を中心に出荷が大幅に減少したことに加え、製品市況が下落したことから、減収減

益となりました。

電池材料事業は、中国市場での競争激化および新型コロナウイルスの影響による自動車向けの需要減退もあり販

売数量が減少したことから、減収となりました。ポリイミド事業は、ディスプレイ向けＣＯＦフィルムの販売数量

が堅調に推移し、また有機ＥＬパネル向けワニスの需要が拡大し販売数量が増加したことから、増収となりまし

た。機能品事業全体としては、電池材料事業の販売不振の影響が大きく、減収減益となりました。

医薬事業は、自社医薬品・受託医薬品ともに好調に推移した前年同四半期連結累計期間と比較し出荷が伸び悩ん

だことから、減収減益となりました。

化学セグメント全体としては、新型コロナウイルスの影響等による販売数量の減少および販売価格の下落、並び

にアンモニア工場の隔年の定期修理実施により、減収減益となりました。

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ３４１億１千３百万円減の１，１２３

億１千７百万円、連結営業損益は１０８億８千６百万円減の２５億７千２百万円の損失となりました。
 
建設資材

セメント・生コン事業は、新型コロナウイルスの影響による公共工事の停滞や大手ゼネコンを中心とした工事中

断の影響等により出荷が減少したことから、減収となりました。

カルシア・マグネシア事業は、鉄鋼向けの生石灰および鉄鋼・電力向けマグネシアなどの販売数量が減少したこ

とから、減収となりました。

エネルギー事業は、石炭の販売数量の減少および販売価格の下落により、減収となりました。

建設資材セグメント全体としては、原料である石炭価格下落の効果はあるものの、カルシア・マグネシアの販売

数量の減少の影響が大きく、減収減益となりました。

この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ１３５億７千５百万円減の１，３９１

億７千３百万円、連結営業利益は１０億９千５百万円減の５６億７千３百万円となりました。

 
機械

成形機事業は、自動車産業が厳しい事業環境にあり販売が低調に推移したことから、減収となりました。産機事

業は、電力会社向け運搬機等の販売堅調、また継承した化学機器事業の効果もあり、増収となりました。製鋼事業

は、原料価格下落に応じて販売価格が下落したことから、減収となりました。

機械セグメント全体としては、成形機および製鋼の販売低調の影響が大きく、減収減益となりました。
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この結果、当セグメントの連結売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ７０億７千７百万円減の３４９億３千

８百万円、連結営業利益は１４億３千万円減の２億５千２百万円となりました。

 

その他

その他の連結売上高は前年同四半期連結累計期間に比べ８億６千６百万円減の１４億７千２百万円、連結営業利

益は６千９百万円減の１億４千３百万円となりました。

 
財政状態は次のとおりです。
 

総資産

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ２１１億９千８百万円減少し、７，０６０億

７千１百万円となりました。これは現金及び預金が増加したものの、受取手形及び売掛金が減少したことなどによ

るものです。
 

負債

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ１７８億８千９百万円減少し、３，５４９億３

千３百万円となりました。これは有利子負債が増加したものの、支払手形及び買掛金が減少したことなどによるも

のです。

 

純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ３３億９百万円減少し、３，５１１億３千８

百万円となりました。これは為替換算調整勘定が増加したものの、親会社株主に帰属する四半期純利益が剰余金の

配当を下回ったため利益剰余金が減少したことなどによるものです。

 

これらの結果、自己資本比率は、前連結会計年度に比べ１．１ポイント増加し、４６．８％となりました。

 

　(2)　キャッシュ・フローの状況

 

　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、前年同四半期連結累計期間に比べ７０億１千８百万円減の２９７億３千３百

万円となりました。これは運転資金の増減（売上債権、たな卸資産及び仕入債務の増減額合計）による収入が増

加したものの、税金等調整前四半期純利益が減少したことなどによるものです。

 

　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期連結累計期間に比べ３０億６千５百万円増の２３８億８千万円

となりました。これは有形及び無形固定資産の取得による支出や関係会社株式の取得による支出が増加したこと

などによるものです。

 

　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により得られた資金は、前年同四半期連結累計期間に比べ１６７億１千６百万円増の４億２千９百万

円となりました。これは有利子負債の増減による収入が増加したことなどによるものです。

 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、現金及び現金同等物に係る換算差額等を含め、

前連結会計年度末に比べ６８億２千１百万円増の４７４億３千万円となりました。

 

　(3)　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

　(4)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

　(5)　研究開発活動

　　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５６億６千１百万円です。なお、当

第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

（1）技術援助契約

　当第２四半期連結会計期間において、合意解約により終了した契約は以下のとおりです。

契約会社名 相手先 契約締結年月日 契約内容 有効期間

宇部興産株式

会社（当社）

アドバンスド・エレ

クトロライト・テク

ノロジーズ，エルエ

ルシー

2011年12月７日 リチウムイオン電池用電解液

に関するライセンス契約

契約締結から10年間ま

たは特許及びノウハウ

の有効期間満了のいず

れか遅い日まで

常熟宇菱電池材料有

限公司

2018年１月１日 リチウムイオン２次電池用電

解液に関するライセンス契約

終期の定めなし

 

（2）事業統合に関わる最終契約

（セメント事業等の統合に関する最終契約書の締結について）

　当社と三菱マテリアル株式会社は、2020年２月12日開催の各々の取締役会において、2022年４月を目途に両社のセ

メント事業及びその関連事業等の統合を実施すること（以下「本統合」）に向けて基本合意書を締結し、具体的な協

議・検討を進めてまいりました。両社は、2020年９月29日開催の各々の取締役会において本統合を正式に決議し、同

日付で両社の間で統合契約書を締結いたしました。

　詳細は「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとおりです。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 330,000,000

計 330,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月９日）

上場金融商品取引所名又は登録認可
金融商品取引業協会名

内容

普通株式 106,200,107 106,200,107
株式会社東京証券取引所（市場第１部）

証券会員制法人福岡証券取引所

単元株式数

100株

計 106,200,107 106,200,107 － －

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、2020年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行される株式数は含まれておりません。

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当第２四半期会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりです。

決議年月日 2020年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　 ４

当社執行役員　21

新株予約権の数（個）※ 419

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　　41,900

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
自　2020年７月14日

至　2045年７月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　1,481

資本組入額　　741

新株予約権の行使の条件※

上記権利行使期間内において、新株予約権者が当社の

取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の

翌日（以下権利行使開始日）から10日間に限り権利を

行使することが出来る。ただし、新株予約権を相続に

より承継したものについては適用しない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による募集新株予約権の取得については、当社取

締役会の決議による承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）１

　※　新株予約権の発行時（2020年７月13日）における内容を記載しております。

（注）１.　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る。）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場

合に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成

立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立

の日、株式交換につき株式交換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成

立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）

を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。た

だし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設

分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

宇部興産株式会社(E01002)

四半期報告書

 6/25



(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 106,200,107 － 58,434 － 35,637

 

(5)【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）※１
東京都港区浜松町２丁目11番３号 10,301,700 10.19

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）※１
東京都中央区晴海１丁目８番12号 7,765,300 7.68

株式会社日本カストディ銀行（信託口

５）※１
東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,058,300 2.04

住友生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都中央区築地７丁目18番24号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
2,000,000 1.98

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号　東京

ビルディング
1,808,800 1.79

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,

E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15番１号　品川　　

インターシティＡ棟）

1,764,068 1.74

日本生命保険相互会社

 (常任代理人 日本マスタートラスト

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
1,600,009 1.58

株式会社山口銀行

 (常任代理人 日本マスタートラスト

信託銀行株式会社）

山口県下関市竹崎町４丁目２番36号

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
1,548,264 1.53

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 1,237,409 1.22

株式会社日本カストディ銀行（信託口

７）※１
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,191,400 1.18

計　 －　 31,275,250 30.92

（注）※１. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のうち10,048,800株、株式会社日本カスト

ディ銀行（信託口）の所有株式のうち7,604,900株、株式会社日本カストディ銀行（信託口５）の全所有株

式（2,058,300株）、株式会社日本カストディ銀行（信託口７）の全所有株式（1,191,400株）は信託業務に

係る株式です。
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２. 2020年７月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会社

及びその共同保有者２社が2020年７月15日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されているも

のの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

  なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 102,363 0.10

ノムラ インターナショナル ピーエルシー

（NOMURA INTERNATIONAL PLC）

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
336,801 0.32

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲２丁目２番１号 5,854,400 5.51

計 ― 6,293,564 5.93

 

３. 2020年９月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ブラックロック・

ジャパン株式会社及びその共同保有者６社が2020年８月31日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が

記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。

  なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 1,227,800 1.16

ブラックロック・フィナンシャル・マネ

ジメント・インク(BlackRock Financial

Management, Inc.)

米国 ニューヨーク州 ニューヨーク

イースト52ストリート 55
406,200 0.38

ブラックロック・ファンド・マネジャー

ズ・リミテッド(BlackRock Fund

Managers Limited)

英国 ロンドン市 スログモートン・アベ

ニュー 12
140,632 0.13

ブラックロック・アセット・マネジメン

ト・アイルランド・リミテッド

(BlackRock Asset Management Ireland

Limited)

アイルランド共和国 ダブリン ボールス

ブリッジ ボールスブリッジパーク ２

１階

148,009 0.14

ブラックロック・ファンド・アドバイ

ザーズ(BlackRock Fund Advisors)

米国 カリフォルニア州 サンフランシス

コ市 ハワード・ストリート 400
1,018,100 0.96

ブラックロック・インスティテューショ

ナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エ

イ．(BlackRock Institutional Trust

Company, N.A.)

米国 カリフォルニア州 サンフランシス

コ市 ハワード・ストリート 400
1,589,627 1.50

ブラックロック・インベストメント・マ

ネジメント（ユーケー)リミテッド

(BlackRock Investment Management

(UK) Limited)

英国 ロンドン市 スログモートン・アベ

ニュー 12
126,977 0.12

計 ― 4,657,345 4.39
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 5,069,000 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 100,707,300 1,007,073 同上

単元未満株式 普通株式 423,807 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  106,200,107 － －

総株主の議決権  － 1,007,073 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が1,400株（議決権14個）が含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

宇部興産㈱
山口県宇部市大字小

串1978番96号
5,064,100 － 5,064,100 4.77

萩宇部生コンクリート㈱
山口県萩市大字土原

150番１号
2,400 － 2,400 0.00

㈱北見宇部
北海道北見市大正

273番１号
2,400 － 2,400 0.00

㈱木村製作所

兵庫県加古郡稲美町

六分一字百丁歩1362

番66号

100 － 100 0.00

計 － 5,069,000 － 5,069,000 4.77

 

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。

 

（注）前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、執行役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,226 48,030

受取手形及び売掛金 158,140 130,507

商品及び製品 43,171 38,900

仕掛品 21,200 23,500

原材料及び貯蔵品 29,371 30,896

その他 11,353 12,941

貸倒引当金 △505 △488

流動資産合計 303,956 284,286

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 87,942 88,016

機械装置及び運搬具（純額） 139,844 135,307

土地 76,059 75,897

その他（純額） 26,197 29,046

有形固定資産合計 330,042 328,266

無形固定資産   

のれん 524 532

その他 6,890 6,919

無形固定資産合計 7,414 7,451

投資その他の資産   

投資有価証券 53,326 54,395

その他 32,860 31,976

貸倒引当金 △497 △499

投資その他の資産合計 85,689 85,872

固定資産合計 423,145 421,589

繰延資産 168 196

資産合計 727,269 706,071
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 92,620 79,814

短期借入金 43,484 44,956

1年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 4,369 2,327

賞与引当金 7,049 7,228

その他の引当金 1,134 1,306

その他 50,680 42,176

流動負債合計 199,336 187,807

固定負債   

社債 60,000 60,000

長期借入金 84,420 78,803

引当金 3,738 1,203

退職給付に係る負債 7,442 7,608

資産除去債務 1,916 1,933

その他 15,970 17,579

固定負債合計 173,486 167,126

負債合計 372,822 354,933

純資産の部   

株主資本   

資本金 58,435 58,435

資本剰余金 40,300 40,577

利益剰余金 245,980 241,693

自己株式 △12,645 △12,401

株主資本合計 332,070 328,304

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,984 2,604

繰延ヘッジ損益 9 △71

為替換算調整勘定 2,122 3,041

退職給付に係る調整累計額 △3,790 △3,496

その他の包括利益累計額合計 325 2,078

新株予約権 573 537

非支配株主持分 21,479 20,219

純資産合計 354,447 351,138

負債純資産合計 727,269 706,071
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 335,062 280,013

売上原価 276,263 238,111

売上総利益 58,799 41,902

販売費及び一般管理費 ※１ 42,044 ※１ 38,492

営業利益 16,755 3,410

営業外収益   

受取利息 171 110

受取配当金 944 597

受取賃貸料 540 524

負ののれん償却額 13 19

持分法による投資利益 995 －

補助金収入 － 548

その他 960 751

営業外収益合計 3,623 2,549

営業外費用   

支払利息 506 465

賃貸費用 339 311

持分法による投資損失 － 226

為替差損 182 400

その他 2,709 3,037

営業外費用合計 3,736 4,439

経常利益 16,642 1,520

特別利益   

固定資産売却益 9 78

投資有価証券売却益 48 19

負ののれん発生益 － 145

抱合せ株式消滅差益 － 522

特別利益合計 57 764

特別損失   

固定資産処分損 442 421

減損損失 180 15

投資有価証券評価損 291 31

特別損失合計 913 467

税金等調整前四半期純利益 15,786 1,817

法人税等 4,934 2,043

四半期純利益又は四半期純損失（△） 10,852 △226

非支配株主に帰属する四半期純利益

又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）
62 △498

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,790 272

 

EDINET提出書類

宇部興産株式会社(E01002)

四半期報告書

13/25



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 10,852 △226

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △55 586

繰延ヘッジ損益 △340 △80

為替換算調整勘定 △1,241 1,066

退職給付に係る調整額 110 294

持分法適用会社に対する持分相当額 △203 △113

その他の包括利益合計 △1,729 1,753

四半期包括利益 9,123 1,527

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,910 2,025

非支配株主に係る四半期包括利益 213 △498
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 15,786 1,817

減価償却費 18,186 18,092

減損損失 180 15

負ののれん償却額 △13 △19

貸倒引当金の増減額（△は減少） △126 △19

受取利息及び受取配当金 △1,115 △707

支払利息 506 465

持分法による投資損益（△は益） △995 226

固定資産売却損益（△は益） 139 △33

売上債権の増減額（△は増加） 24,757 28,393

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,800 684

仕入債務の増減額（△は減少） △10,106 △14,133

その他 △2,781 △1,400

小計 38,618 33,381

利息及び配当金の受取額 2,205 1,709

利息の支払額 △505 △426

法人税等の支払額 △3,567 △4,931

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,751 29,733

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △20,339 △22,352

有形固定資産の売却による収入 438 378

投資有価証券の取得による支出 △177 △107

投資有価証券の売却による収入 88 58

関係会社株式の取得による支出 △675 △1,613

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 66

短期貸付金の増減額（△は増加） △31 △257

その他 △119 △53

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,815 △23,880

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,030 1,434

長期借入れによる収入 4,994 1,369

長期借入金の返済による支出 △9,879 △6,952

社債の発行による収入 9,955 9,950

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の取得による支出 △3 △2

配当金の支払額 △8,074 △4,548

非支配株主への配当金の支払額 △770 △269

連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出
－ △41

その他 △480 △512

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,287 429

現金及び現金同等物に係る換算差額 △303 68

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △654 6,350

現金及び現金同等物の期首残高 32,295 40,609

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
－ 471

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 31,641 ※１ 47,430
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更

　連結子会社である宇部興産機械㈱は、当第２四半期連結会計期間において連結子会社であったＵ-ＭＨＩプラ

テック㈱を吸収合併しました。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社については、法定実効

税率を使用する方法により計算した金額を計上しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（セメント事業等の統合に関する最終契約書の締結について）

　当社と三菱マテリアル株式会社（以下「三菱マテリアル」）は、2020年２月12日開催の各々の取締役会におい

て、2022年４月を目途に両社のセメント事業及びその関連事業等の統合を実施すること（以下「本統合」）に向け

て基本合意書を締結し、具体的な協議・検討を進めてまいりました。両社は、2020年９月29日開催の各々の取締役

会において本統合を正式に決議し、同日付で両社の間で統合契約書（以下「本最終契約書」）を締結いたしまし

た。

 

１．本統合の目的

　両社は、1998年に折半出資により宇部三菱セメント株式会社（以下「宇部三菱セメント」）を設立のうえ、両社

単体のセメント販売・物流機能を統合して、物流費や本支店費の削減を含む一定の効果を実現してまいりました。

　現在、国内セメント事業は、需要の減少や著しいエネルギー価格変動等、事業を取り巻く環境は大きく変化して

おり、両社のセメント事業の将来の成長のためには、従来の関係を発展させた新たな体制の構築が必要となってお

ります。

　そこで両社は、当社が持つ①宇部地区での大型港湾施設、コールセンター等のインフラ設備、②全国に拡がる生

コンクリートの製造・販売網、③宇部マテリアルズ株式会社の無機材料事業等と、三菱マテリアルが持つ①国内最

大の生産能力を誇る九州工場、②豊富な石灰石資源を有する東谷鉱山、③高い競争力を持つ米国セメント・生コン

クリート事業等、両社のセメント事業およびその関連事業等が持つ長所を全て持ち寄ることが最適と判断し、両社

のセメント事業およびその関連事業等を統合することを決定いたしました。

２．本統合の要旨

（1）本統合の範囲・方法

　本統合の範囲は、両社の国内・海外のセメント事業および生コンクリート事業、石灰石資源事業、エネルギー・

環境関連事業、建材事業その他の関連事業（以下「対象事業」。当社の対象事業は「当社対象事業」、三菱マテリ

アルの対象事業は「三菱マテリアル対象事業」）です。

　本統合は、両社の折半出資により、本統合のための株式会社（以下「新会社」）を設立し、当社対象事業および

三菱マテリアル対象事業（対象事業に従事する子会社等の株式を含みます。）を新会社に承継させる吸収分割（以

下当社による会社分割を「当社吸収分割」、三菱マテリアルによる会社分割を「三菱マテリアル吸収分割」、両会

社分割を併せて「本件共同吸収分割」）、並びに、新会社を存続会社、宇部三菱セメントを消滅会社とする吸収合

併の方法により実施いたします。

　本統合後の両社の新会社への出資比率は、当社、三菱マテリアル各50％といたします。

（2）本統合の日程

2020年９月29日　　 両社の本最終契約書承認取締役会

2020年９月29日　　 本最終契約書締結

2021年４月（予定） 新会社設立

2021年５月（予定） 両社の吸収分割契約承認取締役会

2021年５月（予定） 両社において吸収分割契約締結

2021年６月（予定） 両社の定時株主総会における本統合承認取得

2022年４月（予定） 本統合の効力発生日

（注）本統合の実施は、本統合を行うに当たり必要な公正取引委員会等の国内外の関係当局への届出や許認可の取

得等（以下「許認可等関連手続」）が完了すること、（会社法第784条第２項に定める簡易吸収分割の要件を

満たすことが明らかな場合を除き）両社の株主総会における承認が得られることおよび両社の対象事業の資
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産、負債、財務状況、経営成績、キャッシュフロー又は将来の収益計画に重大な悪影響を及ぼす事由又は事象

が生じていないこと等を条件としております。

　また、本統合の日程は、現時点での予定であり、今後手続を進める中において、許認可等関連手続やその他

の理由により、両社で協議のうえ、上記日程を変更する場合があります。

（3）本統合の方式

　本統合は、当社を分割会社とし新会社を承継会社とする吸収分割、三菱マテリアルを分割会社とし新会社を

承継会社とする吸収分割、および、本件共同吸収分割により宇部三菱セメントの完全親会社となる新会社を存

続会社とし完全子会社となる宇部三菱セメントを消滅会社とする吸収合併の方式により行います。

（4）本件共同吸収分割に係る割当ての内容

　新会社は、当社吸収分割に際して普通株式450株を新たに発行し、その全部を当社に割当てます。また、三

菱マテリアル吸収分割に際しても、当社への割当てと同数の普通株式450株を新たに発行し、その全部を三菱

マテリアルに割当てます。この結果、新会社は、本件共同吸収分割に際して普通株式900株を新たに発行する

ことになり、本件共同吸収分割に際して、当社に割当て交付される新会社普通株式を１とした場合に、三菱マ

テリアルに対して割当て交付される新会社の普通株式の比率は１となり、新会社における当社および三菱マテ

リアルの持株比率は両社50％のまま変更はありません。

 

 

（新型コロナウイルス感染症の影響）

　当第２四半期連結累計期間においては、自動車・衣料繊維向けなど化学品を中心に、新型コロナウイルス感染症

の影響を前連結会計年度末の想定に比べ、より前倒しで受けました。下期の需要は回復傾向にあるものの前連結会

計年度末の想定より緩やかな回復になると仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っておりま

す。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１　偶発債務

　保証債務残高

　従業員及び連結会社以外の会社の、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

（債務保証）

 
前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2020年９月30日）

ロッテ・ウベ・シンセティック・ラバー，

エスディーエヌ・ビーエイチディー
5,874 百万円 4,501 百万円

常熟宇菱電池材料有限公司 1,938 1,839

従業員（住宅資金） 17 14

その他 192 240

計 8,021 6,594

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
　　至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
　　至　2020年９月30日）

販売運賃諸掛 10,452 百万円 9,275 百万円

貸倒引当金繰入額 18 78

給料手当 7,857 7,763

賞与引当金繰入額 2,052 2,111

役員退職慰労引当金繰入額 63 58

退職給付費用 750 609

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下の

 　　　 とおりです。

 
  　前第２四半期連結累計期間
  　　（自　2019年４月１日
  　　至　2019年９月30日）

  　当第２四半期連結累計期間
  　　（自　2020年４月１日
  　　至　2020年９月30日）

現金及び預金 32,288 百万円 48,030 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △647 △600

現金及び現金同等物 31,641 47,430
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）
 
配当に関する事項

　（1）配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2019年６月27日

 定時株主総会
普通株式 　　 8,101 80 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

 

　（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2019年11月１日

 取締役会
普通株式 　　 4,558 45 2019年９月30日 2019年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）
 
配当に関する事項

　（1）配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2020年６月26日

 定時株主総会
普通株式 　　 4,559 45 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

 

　（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2020年10月30日

 取締役会
普通株式 　　 4,551 45 2020年９月30日 2020年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注1)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注2)
 化学 建設資材  機械 その他 計

売上高        

外部顧客への

売上高
146,025 146,651 40,827 1,559 335,062 － 335,062

セグメント間の内部

売上高又は振替高
405 6,097 1,188 779 8,469 △8,469 －

計 146,430 152,748 42,015 2,338 343,531 △8,469 335,062

セグメント利益

(営業利益）
8,314 6,768 1,682 212 16,976 △221 16,755

　（注1）　セグメント利益の調整額△221百万円には、セグメント間取引消去△71百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用

△150百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等です。

　（注2）　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注1)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注2)
 化学 建設資材  機械 その他 計

売上高        

外部顧客への

売上高
110,924 134,110 34,167 812 280,013 － 280,013

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,393 5,063 771 660 7,887 △7,887 －

計 112,317 139,173 34,938 1,472 287,900 △7,887 280,013

セグメント利益

又は損失（△）（営業

利益又は損失（△））

△2,572 5,673 252 143 3,496 △86 3,410

　（注1）　セグメント利益又は損失（△）の調整額△86百万円には、セグメント間取引消去△29百万円、各報告セグメントに配分していない

　　　　　 全社費用△57百万円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等です。

　（注2）　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は以下の

とおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 106円77銭 2円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
10,790 272

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
10,790 272

普通株式の期中平均株式数（千株） 101,059 101,131

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 106円44銭 2円68銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 316 280

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

―――― ――――

 

 

（重要な後発事象）

事業分離

　当社と三菱ケミカル株式会社（以下「三菱ケミカル」。以下２社を併せて「当事会社」）は、共同新設分割により新設

する合弁会社に当事会社それぞれのリチウムイオン二次電池用をはじめとする電解液事業（以下「本事業」）を承継させ

ること（以下「本会社分割」）に向けて2020年３月27日付で合弁契約書を締結し、準備を進めてまいりました。共同新設

分割計画書の合意を経て2020年10月１日付で持株比率を、三菱ケミカル80％、当社20％とした本会社分割を実施いたしま

した。

 

１．事業分離の概要

　(1)分離先企業の名称

　ＭＵアイオニックソリューションズ株式会社

　(2)分離した事業の内容

　当社の電解液事業

　(3)事業分離を行った主な理由

　当事会社は、2018年１月より合弁形態で運営している常熟宇菱電池材料有限公司を通じて、中国における本事業を

共同で行ってきました。今般、提携をさらに拡大し、相乗効果による製品開発力の向上並びに購買、生産及び販売体

制の効率化による経営基盤の強化を図るとともに研究開発を統合し、両社の持つ知的財産・技術開発力を一体化する

ことで、国内外における競争力をさらに高め、本事業の長期的な発展を図ることで合意しました。具体的には、日本

において合弁新社を設立し、日本の製造拠点をはじめとして両社の同事業に関わる資産を合弁新社に承継し、統合運

営します。また、常熟宇菱電池材料有限公司は、合弁新社の100％子会社とします。

　(4)事業分離日

　2020年10月１日

　(5)法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

　当社を分割会社とし、新設会社に本事業に関する権利・義務を承継させる新設分割（簡易分割）方式です。

 

２．実施した会計処理の概要

　(1)移転損益の金額

　移転損益の金額については、現時点で算定中です。

　(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

EDINET提出書類

宇部興産株式会社(E01002)

四半期報告書

21/25



　移転した事業にかかる資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳については、現時点で算定中です。

　(3)会計処理

　「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　2013年９月13日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日公表分）に基づき、事業分離

の取引として処理する予定です。

 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

　化学セグメント

 
 

２【その他】

(1) 剰余金の配当

　2020年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

① 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,551百万円

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・45円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・2020年12月２日

（注）2020年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

(2) 訴訟

　2008年５月以降、建設作業等従事者及びその遺族らが国及びウベボード㈱（当社連結子会社）を含む建材メーカ

ー40社余に対して、建設現場で使用されていた石綿含有建材の石綿粉じんを吸引して石綿関連疾患に罹患したとし

て、連帯して損害を賠償するように求めて訴えを提起しています。これまでの判決において、ウベボード㈱に対す

る請求はいずれも棄却されました。現在、最高裁判所の他、全国の裁判所に14件の訴訟が係属中で、その請求額は

最大で195億円です。

（注）上記の請求額は、ウベボード㈱を被告として訴えている者の請求額を合計したもので、国及び他の建材メー

カーと連帯して請求を受けているものです。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０２０年１１月６日

宇部興産株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 唐木　秀明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　達也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 甲斐　靖裕　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宇部興産株式

会社の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０２０年７月１

日から２０２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０２０年４月１日から２０２０年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宇部興産株式会社及び連結子会社の２０２０年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

　「追加情報」に記載されているとおり、会社は、２０２０年９月２９日開催の取締役会において会社と三菱マテリアル

株式会社のセメント事業及びその関連事業等の統合を決議し、同日付で同社との間で統合契約書を締結した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
 
（注）

 
 　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

  　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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